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企業庁経営評価委員会 

地域整備事業のあり方検討についての中間論点整理 

 

Ⅰ はじめに 

（趣 旨） 

 □昭和 40 年代の臨海部開発に始まった地域整備事業は、公営企業の持つ経済性を

発揮しつつ、産業団地や住宅用地等の造成・分譲、地域振興の拠点整備などを展

開し、長年にわたり本県産業の振興や県土の均衡ある発展に貢献してきた。 

□しかしながら、産業構造の変化に伴う土地需要の減少や民間投資の伸び悩み、

長期的な地価下落傾向など、社会経済情勢の大きな変化の中で、厳しい経営状

況を迎えている。 

□今後、約15年にわたり企業債償還が本格化し、財源の確保が大きな課題となっ

ているなか、県政改革審議会での｢県民への説明責任の観点からも、将来の収支

見通しや想定される課題等を明らかにし、事業のあり方について早急に検討す

べき」との指摘、「10年以上の中長期的な視点で将来の収支見通しや課題を検証

するとともに、今後の事業のあり方等についても検討を進める」との県方針を

踏まえ、当委員会において地域整備事業のあり方について検討を進めることと

なった。 

□当委員会では、10月の立ち上げから３回にわたって議論を行ってきたが、この

たび、委員会での検討状況について、委員から出された意見を整理する形で、中

間論点整理としてとりまとめた。 

 

（検討の経過） 

 開催日 審 議 概 要 

第１回委員会 
令和５年 

10月11日 

・令和４年度企業庁事業の経営評価 

・企業庁経営戦略の策定 

・地域整備事業の概要 

第２回委員会 
令和５年 

11月２日 
・地域整備事業の課題 

第３回委員会 
令和５年 

11月30日 

・地域整備事業のあり方検討についての中間論点

整理（案） 

 

（検討の視点） 

   委員会での議論は、以下の視点に留意する。 

 

 

 

 

 

   

  

■オープンな議論と正しい情報の発信 

 透明性の高いオープンな議論を通じて、地域整備事業の現状や課題を的確に把握し、

広く関係者と共有するとともに、県民等に対し正しい情報をわかりやすく発信し、説

明責任を果たす。 

■客観的な評価・検証 

第三者委員会として、過去の経緯や現状、将来に向けた課題等について、事実に基づ

き客観的な評価・検証を行う。 

■未来志向での抜本的な検討 

  将来につけを残さないため、未来志向で抜本的に事業のあり方を検討する。 
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Ⅱ 地域整備事業の概要 

 １ 事業の現況 

 （１）地域整備事業等位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）分譲等の状況 

① 既開発地区              ② 進度調整地 

     

 

 

 

 

  

令和５年度第１回企業庁経営評価委員会 資料３－４ 

令和５年度第２回企業庁経営評価委員会 資料３－３から抜粋 
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 ２ 沿革と成果 

 （１）沿 革 

① 臨海部の土地造成による産業育成（臨海土地造成事業） 

□戦後・高度経済成長期には、播磨地区の工業整備特別地域指定（昭和 39 年）等

を契機に、東播磨～姫路での工業用地を主とした土地造成事業が活発化。順次、

臨海部全域に拡大した（姫路、高砂、加古川、播磨、二見、尼崎、芦屋、西宮、

淡路(津名・福良)）。 

   ② 県土の均衡ある発展（内陸土地造成事業・地域振興拠点整備） 

□昭和 50 年頃からは、臨海部では芦屋地区（芦屋浜、潮芦屋）、西宮マリーナシ

ティといった住宅・レクリエーション用地や湾岸高速道路用地の造成など、都

市再開発、都市問題解決型の開発計画の比率が高まる。 

□高度経済成長に伴う都市部への人口集中等の課題、重化学工業から先端技術型

産業への移行などを踏まえ、自然や文化と調和した豊かな生活空間を創造しつ

つ、県土の均衡ある発展を図るため、内陸部の土地造成へと事業を拡大。昭和

57 年、「臨海土地造成事業」を「土地造成事業」に改称。昭和 59 年に「播磨科

学公園都市」を所管した。 

□平成５年には、施設整備も含め複合的・総合的な事業展開を図る「地域整備事

業」に改称。平成 10 年に「ひょうご情報公園都市」、平成 13 年に「神戸三田国

際公園都市」を所管するとともに、平成 12 年には、淡路島国際公園都市構想の

中核施設である淡路夢舞台施設群等を通じた淡路地域の振興を開始した。 

 

  （２）成 果  

    □変化する社会情勢の中で、公営企業ならではの経済性と公益性を発揮し、県行

政へのニーズに応えてきた。 

    □機動性や柔軟性を活かしつつ、中・長期的な展望にたって県土の基盤づくりや

地域の魅力づくりも創出してきた。 

    □一方、公益的側面に傾向した事業展開が現在の厳しい経営状況を招き、結果と

して県全体の負担となることも事実である。 

     

       

     

 

 

 

  

＜成 果＞ 

〇本県経済の基盤となる臨海部工業地帯の創出 

 〇高速道路周辺地域の乱開発等の防止と県土の均衡ある発展への貢献 

 〇先端科学技術基盤づくりへの貢献 

 〇震災からの復旧と創造的復興への貢献 

 〇全国でも屈指の観光・交流拠点の創出    等 
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Ⅲ 主な論点 

１ 地域整備事業会計の財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 地方公営企業会計制度では「収益的収支」と「資本的収支」に区分され、「収益的収支」につい

ては、当該年度の公営企業の経済活動に伴い発生すると予定されるすべての収益（例：土地売却収
益、定期借地権収入等）とそれに対応するすべての費用（例：土地売却原価、営業活動費等）が計
上され、現金支出を伴わないもの（例：減価償却費等）も計上される。  

   一方、「資本的収支」については、公営企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良等の支出（例：
建設改良費、用地取得費、企業債償還金等）とその財源となる収入（企業債、国庫補助金等）が計
上され、原則として現金の動きを伴うもののみが計上される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）収支の状況 

✓地域整備事業会計について、収益的収支※についての単年度決算はおおむね黒字基調

で推移してきた。一方で、令和４年度の現金収支は約 40 億円のマイナス。将来キャッ

シュフローに懸念がある。 

（２）資産の状況 

✓現代の会計基準には、キャッシュを生まない資産はそのまま計上することはできない

という考え方がある。すなわち、貸借対照表は実態に置きなおして査定する必要があ

る。 

✓貸借対照表に掲げる資産のうち、①未成事業資産（進度調整地）、②長期未収金、③有

形固定資産について、将来収益を得られる可能性が極めて低いものが含まれている。

これを考慮すれば、債務超過状態にある可能性が高く、将来の事業の継続には疑問を

持たざるを得ない。 

 

 

令和５年度第２回企業庁経営評価委員会 資料２－１ 
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令和５年度第２回企業庁経営評価委員会 参考資料１ 

令和５年度第２回企業庁経営評価委員会 参考資料１ 



6 

２ 今後の収支見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

✓令和５年度以降、令和 20 年度までの間に償還が必要となる企業債残高は 768 億円。 

✓現預金を含めた流動資産と企業債の償還スケジュールを確認すれば、今後急速に資金

繰りが悪化することになり、その後も何も対策を講じない場合には、令和７年度に資

金が底をつくと推測される。 

✓現時点で厳しい状況にあることは確かであり、資金ショートを回避するためのあらゆ

る選択肢を模索する必要がある。 

✓その際、楽観的な見通しは排除し、最も厳しいシナリオにより資産を査定し、償還計

画を策定する必要がある。 

令和５年度第２回企業庁経営評価委員会 資料２－２ 
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 ３ これまでの議論・取組の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ✓過去の経緯を見ると今回の問題は新しいものではない。これまで、この問題について、

適宜、正しい情報をわかりやすく公開し、県民と共有するプロセスが十分ではなかった

のではないか。今後、過去の経緯も含め、情報の公開、正確な情報の共有が重要となる。  

✓企業債償還をにらんだ地域整備事業のあり方や進度調整地の利活用等については、過

去の行財政改革においても、幾度か議論の俎上に上っている。困難な状況下で事態を打

開すべく努力してきたことは理解するが、抜本的な検討、本格的な対策が行われないま

ま今日に至っているのではないか。 

 ✓企業庁の事業には、公益性と経済性の双方が求められ、公益性を重視すると財政的に厳

しくなるという構造がある。加えて、臨海部開発での余剰資金をもとに、一般会計から

の負債承継や、著しい土地価格変動の中で土地を購入し、長年にわたり維持することに

なったといった歴史的な経緯もある。こうした構造や経緯が、現在の地域整備事業会計

の問題につながっていることを認識する必要がある。 

 ✓こうした問題を正面からとらえ、解決に向けて着手したこのたびの県の判断を評価す

る。将来世代にツケを残さないことを念頭に、未来志向で検討を進める必要がある。 
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Ⅳ 今後の検討に向けて 

  以下２項目については、現段階での委員意見を整理して掲載した。引き続き、委員会

において慎重に議論を深めていく。 

 

１ 経営の安定化（企業債の償還）に向けて早急に講じるべき対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域整備事業の今後のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜早急にとるべき対策について＞ 

 ✓数年後に迫る資金ショートを回避するため、最も厳しいシナリオを想定しつつ、企業

債償還計画を策定し、早急に着手する必要がある。 

✓その際、歴史的な経緯も踏まえつつ、県全体の視点で最善策を検討することが重要で

ある。 

 ✓とるべき対策としては、以下が考えられる 

・各事業の合理化、保有資産の活用・処分の検討を進めること 

・一般会計との貸借関係の整理について、その時期も含めて早急に検討を進めること 

・進度調整地の処理方針について多様な視点から議論を深めること 

   

＜事業の合理化・資産の活用・処分について＞ 

✓収益を生み出す事業とそうでない事業を峻別することも重要である。収益を生み出す

事業はキャッシュフローを極大化する方策を検討し、そうでない事業は思い切って収

束させる。採算性の悪い事業や緊急性の低い事業を早急に見極め、資金流出を防ぐ必

要がある。これは、企業庁だけでなく、県全体の問題としてとらえるべきである。 

 

＜進度調整地の処理について＞  

✓進度調整地については、民間への売却、地域の活性化につながる事業化、環境林とし

ての活用等の方策が考えられる。企業債償還財源の確保をはじめ、公益性の発揮、費

用と効果のバランス等を視野に、引き続き踏み込んだ議論を進める必要がある。 

✓過去の経緯等を考慮すると、これまで議論の俎上に上がっていた環境林化も１つの方

策である。ただし、これにはトータルで県民の負担を減じる視点が重要であり、企業

庁だけでなく県全体での議論が求められる。 

✓各事業は、企業庁への直接的な収益以外にも、雇用創出や税収の増加、研究開発の発展

や住環境の向上への寄与等、外部効果も含め大きな役割を果たしてきた。 

✓その一方で、公益的側面に傾向した事業展開が現在の厳しい経営状況、結果として県

全体の負担を招いたことも事実である。 

✓地域整備事業は、臨海部開発で大きな収益を上げた。一方で、平成以降に行った事業は

すべて赤字となっており、少なくとも収支の面では成功したとは言い難い。 

✓今や、人口増・右肩上がりの経済成長を前提とした事業のあり方を改めて見直すべき

ではないか。次世代につけを残さないことを念頭に、今後の地域整備事業のあり方に

ついて抜本的な検討を進める必要がある。 

✓委員会において、引き続き地域整備事業の課題を整理するとともに、今後のあり方に

ついて検討を進める。 
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Ⅴ おわりに 

 □以上、地域整備事業についてのこれまでの検証・検討を踏まえて、主として事業の財

務状況や課題等についての論点をとりまとめた。 

□地域整備事業の問題については、従来、正しい情報の公開や、県民をはじめ関係者と

の共有が不十分であったのではないかとの意見を踏まえ、委員会での検討の状況につ

いても一定の整理を行い、公表することとしたものである。 

 □今後、委員会においては、中間論点整理を踏まえ、中長期的な収支均衡をはじめ、経

営上の課題等についてさらなる精査を続けるとともに、引き続き今後の地域整備事業

のあり方について議論を続けていく。 

 

 


